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職員の給与等に関する報告及び勧告の概要

平成28年10月20日
群馬県人事委員会

○ 給与勧告のポイント

月例給、ボーナスともに引上げ

① 民間給与との較差（0.13％）、人事院勧告等を踏まえ、給料表の水準を
引上げ

② 民間の支給割合に見合うよう、ボーナスを引上げ（0.1月分）、勤勉手当に
配分

扶養手当の見直し

配偶者に係る手当額を他の扶養親族と同額まで減額し、子に係る手当額を
引上げ

Ⅰ 職員の給与に関する報告及び勧告

１ 民間給与との比較
企業規模50人以上かつ事業所規模50人以上の県内171事業所を実地調査（完了率86.5％）

(1) 月例給
職員と民間の本年４月分給与を調査し、主な給与決定要素である役職段階、学歴及び年

齢階層を同じくする者同士を比較

民間給与（Ａ） 職員給与（Ｂ） 較差（Ａ）－（Ｂ）

379,534円 379,039円 495円（0.13％）

（注）１ 民間給与（Ａ）は、個々の職員に民間水準の給与額を支給するとした場合の額
２ 職員給与（Ｂ）は、一般行政職員（平均年齢44.0歳、平均経験年数22.2年）の平均給与月額
３ 「一般行政職員」とは、行政職給料表又は事務職給料表の適用を受ける職員（本年度の新規
学卒の採用者を除く。）

(2) ボーナス
昨年８月から本年７月までの直近１年間の民間の支給割合と職員の年間の支給月数を

比較

民間の年間支給割合（Ａ） 職員の年間支給月数（Ｂ） 差（Ａ）－（Ｂ）

4.32月 4.20月 0.12月

２ 本年の給与改定
(1) 月例給

民間給与との較差（0.13％）、人事院勧告等を踏まえ、引上げ改定
ア 給料表
(ｱ) 行政職給料表

人事院勧告に準じて改定（平均改定率0.2％）
(ｲ) その他の給料表

行政職給料表との均衡を基本としつつ、本県の実情を踏まえて改定（大学学長職給
料表は改定なし）

イ 初任給調整手当
医師の適切な給与水準を確保するため、人事院勧告に準じて支給上限額を改定
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(2) ボーナス
民間の支給割合に見合うよう引上げ（4.20月→4.30月）
民間の支給状況、人事院勧告等を踏まえ、引上げ分を勤勉手当に配分

（一般の職員の場合の支給月数）

６月期 12月期 年間

28年度 期末手当 1.225月（支給済み） 1.375月（改定なし） 2.60月
勤勉手当 0.80 月（支給済み） 0.90 月（現行0.80月） 1.70月

29年度 期末手当 1.225月 1.375月 2.60月
以降 勤勉手当 0.85 月 0.85 月 1.70月

(3) 実施時期
(1)の月例給の改定は平成28年４月１日、(2)のボーナスの改定は同年12月１日

３ 給与制度の改正等
(1) 扶養手当の見直し

本県の給与制度は、公務としての類似性や地方公務員法に定める給与決定原則を踏まえ、
これまで基本的に国の制度に準拠
配偶者に係る手当をめぐる状況の変化等や少子化対策の推進は、本県においても同様
扶養手当の見直しについては、人事院勧告に準じた内容で平成29年度から段階的に実施

する必要
（単位：円）

年度 平成32年度
平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

扶養親族 以降

配 行政職給料表７級以下 13,000 10,000 6,500 6,500 6,500

偶 行政職給料表８級 13,000 10,000 6,500 3,500 3,500

者 行政職給料表９級 13,000 10,000 6,500 3,500 (支給しない)

子 6,500 8,000 10,000 10,000 10,000

父 行政職給料表７級以下 6,500 6,500 6,500 6,500 6,500

母 行政職給料表８級 6,500 6,500 6,500 3,500 3,500

等 行政職給料表９級 6,500 6,500 6,500 3,500 (支給しない)

（注）１ 「行政職給料表７級」、「行政職給料表８級」及び「行政職給料表９級」には、これらに相当する職務の級
を含む。

２ 職員に配偶者がない場合の扶養親族１人に係る手当額については、平成28年度は11,000円、平成29年度は
子10,000円・父母等9,000円、平成30年度以降はこの表に掲げる子又は父母等の額とする。

(2) 介護時間制度の新設等に伴う給与の取扱い
人事院が報告した介護時間制度の新設に伴う給与の取扱いについては、本県においても

仕事と家庭の両立支援の推進が重要な課題であることを踏まえ、介護時間を新設する場合
は国と同様の取扱いとする必要
国が実施している勤勉手当に係る勤務期間から１箇月以下の育児休業の期間を除算しな

い取扱いについて、本県においても男性職員の育児休業の取得を促進する必要があること
から、国と同様に措置する必要
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Ⅱ 職員の勤務条件等に関する報告

１ 意欲と能力のある人材の確保
採用試験等の受験者数が減少傾向にある中、意欲と能力のある人材の確保は重要な課題
本委員会も、業務内容説明会等を開催し、職務内容ややりがい等を積極的に周知するなど

受験者確保に向けた取組を実施。また、「群馬県職員の女性活躍推進プラン」も踏まえ、説
明会等を幅広く実施するとともに女性が働きやすい職場環境等について積極的に広報するな
ど女性の採用拡大に向けた取組を行っているところ
確保が難しい技術系職種については、任命権者と連携し、関係大学への訪問等を充実させ

るなど受験者増加に向けて取組を一層進めていく必要。女性の登用についても、研修等によ
る意識づくりなどの取組を継続し、積極的に進める必要

２ 新人事評価制度の定着化
改正地方公務員法の施行を受け、人事評価制度の見直しを行い、能力及び実績に基づく人

事管理を推進しているところ
能力及び実績に基づく人事管理は、職員の士気を高め、その能力を最大限に発揮させると

ともに、人材育成に資するものであり、組織活力を保つためにも重要
公正で信頼性の高い人事評価制度を定着させるため、任命権者は本年度の人事評価の実施

状況等を踏まえ、引き続き制度の理解促進やより効果的な研修の実施等に努める必要

３ 雇用と年金の接続
任命権者それぞれの実情に応じ、再任用制度を活用して取り組んでいるところ
再任用制度の運用に当たっては、再任用職員の能力及び経験を活用することとあわせて、

高いモチベーションをもって職務に取り組める環境づくりが重要
任命権者は、再任用職員の能力及び経験を有効に活用できる配置や組織内での適切な受入

体制について、実情に応じて見直しを行う必要

４ 勤務環境の整備
(1) 仕事と家庭の両立支援の推進

仕事と家庭の両立を支援し、職員が男女を問わず育児や介護に取り組みやすい勤務環境
の整備を図ることは、優秀な人材を確保し、職員が能力を十分に発揮して職務を遂行して
いく上で重要
人事院が勧告等を行った介護休暇の分割取得、介護時間の新設等は、民間労働法制の改

正内容に即したものであり、同様に措置する必要。介護休暇は、任命権者において現行制
度を踏まえた検討が必要
育児・介護を行う職員へのフレックスタイム制の拡充は、両立支援に資すると考えられ

ることから、各任命権者は、適切な公務運営を確保した上で、制度拡充を図る必要
任命権者は、制度面の充実に加え、制度の周知や職員の状況の適切な把握など、職場と

しての支援体制を整備する必要

(2) 時間外勤務の縮減等
時間外勤務の縮減は、職員の健康保持、両立支援の推進、さらには公務能率の向上の観

点からも極めて重要な課題
任命権者はこれまでの取組の点検・改善、更に徹底した事務・事業の見直しや適正な人

員配置に努め、管理監督職員は時間外勤務縮減のための職場環境づくりを更に進める必要
年次有給休暇の計画的取得の促進についても、引き続き積極的に取り組む必要

(3) 心の健康づくりの推進
職員が心の健康を保持することは、職員本人やその家族にとって大切であり、また、公

務能率の向上の観点からもとりわけ重要な課題
メンタルヘルス対策は、メンタル不調の発生予防、早期発見・早期対応、円滑な職場復

帰と再発防止を総合的・体系的に推進していく必要
任命権者は、今年度から実施されるストレスチェック制度を有効に活用していく必要
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○勧告による給与改定が行われた場合の職員の平均給与月額等（平成28年４月改定）

（参考１）職員の平均給与月額等（一般行政職員（平均年齢44.0歳））

給料 地域手当 扶養手当 その他手当 平均給与月額 平均年間給与

勧告前 345,766円 9,443円 9,641円 14,189円 379,039円 622.5万円

勧告後 346,129円 9,452円 9,641円 14,189円 379,411円 627.1万円

差(改定額) 363円 9円 0円 0円 372円 4.6万円

（注）１ 平均年齢は、平成28年４月１日現在における満年齢による

２ 給料には、給料の調整額等を含む。

３ 地域手当における差（改定額）は、はね返り分（給料等の改定に伴い手当額が増減する分）

（参考２）職員のモデル年間給与例（一般行政職員）

役職 年齢 家族構成 勧告前 勧告後 増減額

主事 25歳 独身 323.3万円 327.8万円 4.5万円

主任 35歳 配偶者、子供１人 535.3万円 539.6万円 4.3万円

係長 45歳 配偶者、子供２人 667.4万円 672.4万円 5.0万円

補佐 50歳 配偶者、子供２人 708.2万円 713.6万円 5.4万円

課長 55歳 配偶者 805.1万円 810.5万円 5.4万円

部長 58歳 配偶者 1,084.8万円 1,092.8万円 8.0万円

（注）１ 給料月額、扶養手当、管理職手当及び地域手当（2.5％）を基礎に算出

２ 年齢は、平成28年４月１日現在における満年齢

（参考３）最近の給与勧告の状況（一般行政職員）

月例給 期末手当・勤勉手当（ボーナス） 平均年間給与

勧告率 年間支給月数 対前年比増減 増減額 率

平成18年 勧告なし(注１) 4.45月 － － －

平成19年 0.12％ 4.50月 0.05月 2.8万円 0.4％

平成20年 勧告なし(注２) 4.50月 － － －

平成21年 ▲0.29％ 4.15月 ▲0.35月 ▲16.1万円 ▲2.5％

平成22年 ▲0.28％ 3.95月 ▲0.20月 ▲9.9万円 ▲1.5％

平成23年 ▲0.30％ 3.95月 － ▲1.9万円 ▲0.3％

平成24年 勧告なし(注３) 3.95月 － － －

平成25年 勧告なし(注４) 3.95月 － － －

平成26年 0.23％ 4.10月 0.15月 7.4万円 1.2％

平成27年 0.23％ 4.20月 0.10月 5.4万円 0.9％

平成28年 0.10％ 4.30月 0.10月 4.6万円 0.7％

（注）１ 民間給与との較差は、0.01％。水準改定以外の勧告(給与構造改革に関する改定)あり

２ 民間給与との較差は、0.03％。水準改定以外の勧告(医師の初任給調整手当改定)あり

３ 民間給与との較差は、0.02％。水準改定以外の勧告(昇給制度の改正)あり

４ 民間給与との較差は、0.01％。水準改定以外の勧告(給与構造改革における経過措置額の廃止)あり


